
日　時　　令和２年８月２４日（月）　午後６時

会  場　  市役所９階　議会大会議室                                 

令和 ２ 年

苫小牧市国民健康保険運営協議会

第４回国民健康保険運営協議会

議　　　　案



　１　開　　会

　２　部長挨拶

　３　報告事項

　　第１号　　国民健康保険運営協議会委員の委嘱について

　　第２号　　第６回定例会以降の市議会の結果について

　　第３号　　令和元年度国民健康保険事業会計決算について

　４　その他

会　　議　　次　　第



報告事項第１号

国民健康保険運営協議会委員の委嘱について

岡田眞儀委員の退任に伴い、下記の方に国民健康保険運営協議会

委員を委嘱しました。

加藤　泰　委員

（楢崎健康保険組合常務理事）

任期：令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

記
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　報告事項第２号

　　　市議会の結果について

　第６回定例会（令和２年２月２０日から３月６日まで開催）

　（１）　令和元年度国民健康保険事業特別会計第２回補正予算

　　　　　　　　　　　　　令和２年２月２０日　全会一致により原案可決

　（２）　令和２年度国民健康保険事業特別会計予算案

　　　　　　　　　　　　　令和２年３月６日　全会一致により原案可決

　第７回定例会（令和２年６月１１日から６月１９日まで開催）

　（１）　苫小牧市税条例の一部改正

　　　　　　　　　　　　　令和２年６月１１日　承認

　（２）　令和２年度国民健康保険事業特別会計第１回補正予算

　　　　　　　　　　　　　令和２年６月１１日　承認

　（３）　令和２年度国民健康保険事業特別会計第２回補正予算

　　　　　　　　　　　　　令和２年６月１２日　全会一致により原案可決
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報告事項第２号－２

令和２年度予算委員会の主な答弁内容

都道府県化による影響について ・市側の事務負担についてはあまり変わっていない状況。

・納付金の算定方法や、保険料（税）率の統一については、自治体間
の所得や医療費の水準差が大きく、時間を要する見込み。

・苫小牧市の次期税率改定は令和４年度の予定。納付金を納めるた
めの税収を確保できるよう、税率を設定する必要がある。

医療費適正化について ・レセプト二次点検について、平成３０年度の効果額は約９，０００万
円。令和２年度からは北海道を通じて国保連合会へ委託する。

・ジェネリック医薬品の普及率は直近１年間の平均で82.6％で、厚労
省の目標値80％は達成している状況。医療費の抑制効果が高い事
業であり、さらなる普及に努めていきたい。

特定健診について ・令和２年度より、プレ特定健診の対象年齢を３５歳以上から３０歳以
上へ拡大。早期から健康に対する意識づけを行い、特定健診の受診
率向上を目指す。

・受診率向上の新たな取組として、ナッジ理論と人工知能による独自
の解析により通知を送付することにより、他自治体で受診率向上の実
績がある事業者への業務委託を予定。

オンライン資格確認について ・市町村国保や社会保険など全ての被保険者情報を一元的に管理
するシステム。令和３年３月より運用開始予定。保険証に代えてマイ
ナンバーカードで受診することが可能となる。

・マイナポータルを介して初回登録の手続が必要。保険者として加入
者のサポートをしていきたい。

収納率向上の取組、滞納処分に
ついて

・電話による納付勧奨、口座振替の推進、住所不明者等の実態調
査、所得未申告者や社会保険との重複加入の可能性がある方など
に対する訪問、電話、文書送付などを積極的に行うとともに、納税課
と連携して収納率の向上に取り組んでいく。

・キャッシュカードのみで手続ができる「ペイジー」による口座振替の
申込が毎年３００件弱あり、口座振替の普及拡大につながっている。
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報告事項第２号－３

第７回定例会への主な提出内容（新型コロナウイルス感染症対策）

　令和２年度国民健康保険事業特別会計第１回補正予算

　国保に加入している被用者（給与収入のある方）が、新型コロナウイルス感染症により業務に就
くことができない場合に傷病手当金を支給するための補正予算を、５月１日付で専決処分し、議
会へ報告。

　令和２年度国民健康保険事業特別会計第２回補正予算

　新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少する等した世帯に対し、国民健康保険税の
減免を行うための補正予算案を提出。
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報告事項第３号

令和元年度国民健康保険事業会計決算について

●歳入 ●歳出16,274,616千円 16,194,046千円

歳入歳出差引 80,570千円 は翌年度へ繰越

総務費

327,632
2.02%

保険給付費

11,363,218
70.17%

国民健康保険

事業費納付金

4,202,979
25.95%

保健事業費ほか

137,683
0.85%

基金積立金等

162,534
1.00%

保険税

2,680,367
16.47%

国・道支出金

11,805,054
72.54%

繰入金
1,629,667
10.01%

繰越金ほか

159,528
0.98%

国民健康保険
事業費納付金

4,202,979
25.96%
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国保世帯数・被保者数の推移（３－２ベース年度平均） 国保税調定額・収納率の推移（現年度分）

　　国保事業費納付金の推移保険給付費の推移
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4,257,427 4,202,979
3,979,002
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